
より繁栄し安定した世界のための日米協力に関するファクトシート 

（仮訳） 

 日米両国は，幅広い共通のグローバルな優先課題を包含する戦略的パートナ

ーシップを構築してきた。今日，日米パートナーシップは，両国が世界中の課

題に対処すべく協力する中，両国に共通する利益，能力及び価値を適切に反映

している。日米両国は，長年のパートナーシップを更なる高みへ導くために以

下のとおり取り組むことを再確認する。 

二国間の経済的及び人的つながりの拡大 

日米両国は世界最大の経済大国の二つであり，世界の国内総生産（ＧＤＰ）

の３０％近くを占めており，両国の経済は貿易と投資を通じて深く絡み合って

いる。この深い経済統合は，両国にとって雇用創出，賃金上昇，イノベーショ

ン及び更なる繁栄のための卓越した推進力となってきている。こうしたきずな

を更に発展させるため，日米両国は以下のとおり取り組む。 

・ 日米両国の経済的なきずなを更に深化。２０１４年の日米間の双方向の物と

サービスの貿易額は２，７９０億ドルであった。米国の日本に対する直接投

資残高は１，２３０億ドルであり，日本は米国に対する直接投資残高が二番

目に多い国であり，残高は３，５００億ドルに近い。 

・ 両国間の強固で成長している二国間投資関係の重要性に留意しつつ，セレク

トＵＳＡと Invest Japan との間の協力及び協働を拡大。 

・ 米国のグローバル・エントリー・プログラム（ＧＥＰ）への日本の参加及び

日本の信頼できる渡航者プログラム（ＴＴＰ）への米国の参加により迅速な

渡航を促進。 

・ 両国経済の将来の成長のための投資としての高速鉄道開発の重要性を認識

しつつ，高速鉄道プロジェクトを含む日米それぞれにおけるインフラ開発に

ついての協力を拡大。 

・ 学生，研究者及び議員間交流の増加に向けた取組を含む，人的なつながりの

強化を継続。「未来へのカケハシ・イニシアティブ」及び「ＴＯＭＯＤＡＣ

ＨＩイニシアティブ」並びに大学間パートナーシップ促進のための「チー

ム・アップ」キャンペーン及び国際交流基金によるプログラムを促した日米

文化教育交流会議の継続的な取組を歓迎。 

我々の未来のための科学，技術及びイノベーションの活用 
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日米両国は，共に，以下の取組を行うため，両国の技術及び資源を活かして

いる。 

 

科学，技術及びイノベーション 

・ ２０１４年に延長された日米科学技術協力協定に基づき，学術機関，政府系

研究開発機関及び産業界と緊密に協力し，日米科学技術協力合同高級委員会

を通じて，生物医学研究，ロボット工学，材料研究，計算機・情報科学及び

工学技術等の重要な研究課題における両国の協力を拡大。 

・ 新しい技術を活用し，イノベーションを進めることで，高齢化社会の課題に

対してよりよく対処するための方法を探求するために協働を継続。 

 

宇宙 

・ 責任ある，平和的で，安全な宇宙利用の確保へのコミットメントを再確認。 

・ 次回会合が年内に東京で開催される予定の政府が一体となって取り組む宇

宙に関する包括的日米対話を通じるなどして，広範で包摂的かつ戦略的な視

点から宇宙に関する協力を強化。 

・ 国際宇宙ステーションの継続運用の重要性を強調し，次回の国際宇宙探査フ

ォーラムに向けた緊密な協力を確保。 

・ グローバルな環境及び気候に関する課題に対処するため，気象学及び地球科

学を含む宇宙科学及び地球観測の分野における協力を増進。 

・ 宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）とアメリカ合衆国航空宇宙局（ＮＡＳＡ）

との共同のグローバルな降水観測計画並びに炭素観測衛星２号，温室効果ガ

ス観測技術衛星１号及び２号に関する計画についての取極を通じたグロー

バルな炭素量測定に関する継続した協力を認識。 

・ グローバルな気象予測のために必要なデータの利用に空白が生じることを

回避するため，地球環境変動観測ミッションの後継ミッションにおいて協力。 

・ 宇宙からの測位，航法及びタイミング，強化された宇宙状況監視，海洋監視

のための宇宙の利用，宇宙技術の研究開発及びミッション機材の相乗り（ホ

ステッド・ペイロード）の利用に焦点を置きつつ，重要な宇宙システムの抗

たん性及び相互運用可能性を強化。 

・ 宇宙における責任ある行動及び宇宙の平和的利用を促進するため，宇宙活動

に関する国際行動規範のような，透明性及び信頼醸成のための措置を設ける

ための国際的努力を支持。 

 

サイバー及びインターネットエコノミー 

・ サイバー問題及びインターネットエコノミーに関する両国の強固な協力を
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強化及び拡大。 

・ 開かれた，相互運用が可能な，安全で信頼できるサイバー空間，情報の自由

な流通を確かなものとするためのインターネット・ガバナンスの複数利害関

係者モデル及びフリーダム・オンライン連合により概要が示されたインター

ネット・フリーダム原則へのコミットメントを再確認。 

・ 政府一体となった日米サイバー対話及びインターネットエコノミーに関す

る日米政策協力対話の次回会合を本年中に開催。国際電気通信連合（ＩＴＵ）

や国連総会等の関連の国際フォーラムに先立ち緊密に調整。 

・ 知的財産，企業秘密又は国有企業若しくは商業部門に競争上の優位をもたら

すことを意図したビジネスに関するその他の秘匿情報の，国家の支援を受け

たサイバーを利用した窃盗を含む，サイバー事案及び脅威に関する情報共有

を促進。 

・ ２０１３年の国連情報セキュリティ政府専門家会合の提言に対するコミッ

トメントを再確認。 

・ 国家は，平時におけるサイバー空間での国家の行動について追加的で自発的

な規範は既存の国際法と両立すべきであることを認識し，これらの規範を守

るべきであることを確認。特に，日米両国は，国家が故意に重要なインフラ

に損害を与え，又は公衆に対してサービスを提供するインフラの活用を阻害

するオンライン活動を実施し，又は，そうと知りながら当該オンライン活動

を支援すべきでないとの見解を共有。日米両国は，各国の間で幅広く支持さ

れることがサイバー空間の国際的な安定に貢献するであろうことに留意し，

平時における具体的なサイバー規範を特定するために継続して議論するこ

とを約束。 

・ ２０２０年オリンピック・パラリンピックの準備に焦点を当てた重要なイン

フラの保護及びミッション保証に係る政府一体となった協力を強化。 

・ 国立標準技術研究所（ＮＩＳＴ）の重要インフラのサイバー・セキュリティ

改善枠組みに含まれているような原則の促進を通じた重要なインフラのグ

ローバルな強靱性の拡大を追求。 

・ サイバー空間における脅威及び脆弱性に関する情報及びサイバー・ミッショ

ンのための防衛部隊の編成，訓練及び装備におけるベスト・プラクティスを

共有。 

 

エネルギー 

・ 原子力は温室効果ガスの排出削減に貢献する重要なベースロード電源であ

るとの共通認識に基づき，民生用原子力に係る研究開発，核セキュリティ，

廃炉及び環境管理，緊急事態管理，原子力安全及び規制等の分野を含む民生
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用原子力協力を，日米二国間委員会を通じて強化。福島第一原子力発電所及

びその周辺地域の廃炉・除染活動に貢献してきた米企業及び米エネルギー省

（ＤＯＥ）の国立研究所による専門家ワークショップ，技術交流及び関与を

継続。 

・ 日米エネルギー戦略対話及び日米エネルギー政策対話を含む，戦略的意義及

び技術面での協調に関する二国間での議論を通じ，エネルギーに関する対話

を促進。 

・ 液化天然ガス（ＬＮＧ）のグローバルな追加的供給が日本及びその他の戦略

的パートナーに資することから，将来の米国からのＬＮＧ輸出の見通しを歓

迎。 

・ ２０１４年の核セキュリティ・サミット（ＮＳＳ）を受け，また，２０１６

年に開催予定の次回ＮＳＳの成功に向けて，様々なイニシアティブに関して

共同の取組を継続。特に，２０１６年に日本の高速炉臨界実験装置から全て

の高濃縮ウラン燃料及びプルトニウム燃料を撤去するために協働。 

・ 原子力損害の補完的な補償に関する条約が４月１５日に発効したことを歓

迎し，他国の参加を奨励するため協働。 

・ エネルギー及び関連分野の研究開発における協力に係る実施取極や二酸化

炭素回収・貯留（ＣＣＳ）分野での協力に関する協力覚書，沖縄ハワイ間の

クリーン・省エネルギー開発と展開に関するパートナーシップの延長に係る

署名によって，また，クリーンエネルギー大臣会合やアジア太平洋経済協力

（ＡＰＥＣ）における協働によって，低炭素社会構築のためのクリーンエネ

ルギー技術分野における二国間及び多国間の協力を強化。 

・ メタンハイドレートの調査に関する日米の科学協力を継続。 

 

地域及びグローバルな安定を促進するための協力 

日米両国は，安全で安定した環境が，両国が共に行う全ての重要な取組を可

能とすることを認識し，以下の分野で取り組む。 

 

国連平和維持活動（ＰＫＯ） 

・ 米国のアフリカ平和維持部隊迅速対応パートナーシップ並びに国連及び日

本によるアフリカ施設能力早期展開支援プロジェクト等を通じた平和維持

能力構築に係る両国の協力を拡大。 

 

海洋安全保障 

・ 航行及び上空飛行の自由並びに海洋紛争の平和的解決を含む国際法の尊重

を促進。 
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・ アジア太平洋地域における海上保安及び海洋安全保障のための能力構築支

援を調整。 

・ アジア海賊対策地域協力協定（ＲｅＣＡＡＰ）を通じた海賊行為及び船舶に

対する武装強盗への地域的協力を強化。 

 

テロ・暴力的過激主義対策 

・ テロリストの活動及び暴力的過激主義に対して包括的に対処。 

・ 暴力的過激主義対策に関する閣僚級会合（ＣＶＥサミット）の主催並びにコ

ミュニティへの働きかけ及び強靱性に関するグローバル基金（ＧＣＥＲＦ）

の設立といった米国のイニシアティブを支持。 

・ 中東及びアフリカ地域における国境管理への能力強化支援を通じたテロ対

策強化，中東における安定及び繁栄に向けた外交強化，所得格差の軽減及び

若者の雇用と教育の促進を通じた過激主義を生み出さない社会の構築に向

けた支援といった日本の取組を支持。 

 

持続可能な開発を世界中で促進するための協働 

日米両国は，持続可能な開発，繁栄及び平等をグローバルに推進するために，

以下の共同の取組を行う。 

 

開発協力 

・ 第３回開発資金国際会議の成功を確保するため，両国の開発パートナーとの

相互の協力・調整を強化。 

・ ミレニアム開発目標のモメンタムを活かし，極度の貧困の撲滅及び持続可能

なグローバルな開発の促進のための強力な手段として機能する，野心的なポ

スト２０１５年開発アジェンダに関する国際的な合意を追求。 

・ 食料安全保障の改善，保健と教育の支援，電気へのアクセスの増加及びアフ

リカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）の目的と成果を促進するために，アフリカを含

む，グローバルな開発における協力を促進する。 

・ ミャンマー，デンマーク及び国際労働機関（ＩＬＯ）と共に，労働の権利に

関連する環境改善のため２０１４年１１月に開始した「ミャンマーにおける

基本的な労働の権利と労働慣行の促進イニシアティブ」という新たなパート

ナーシップを通じて，ミャンマーの改革の取組を支援するため協働を継続。 

・ 支援総額のうちより多くの額を，後発開発途上国，低所得国，小島嶼開発途

上国（ＳＩＤＳ），陸地に囲まれた開発途上国，脆弱で紛争の影響を受けた

国を含む，支援の必要性が最も高く，公的財源を国内調達する能力が最も低

い国に対して割り当てることの重要性を強調。 
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・ 第３回国連防災世界会議の成果及び日本の内閣府と米国土安全保障省連邦

緊急事態庁との間で２０１４年１２月に署名された協力覚書を踏まえ，東南

アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）の防災分野における能力構築のための協力を

含め，防災分野における協力を更に推進。 

 

環境及び気候変動 

・ パリにおける国連気候変動枠組条約第２１回締約国会議（ＣＯＰ２１）にお

ける気候変動合意の成功に向けて，二国間及び多国間で協力。 

・ ２度目標を念頭に，米国が３月３１日に発表した２０２５年には温室効果ガ

スの排出量を２６～２８％削減するとの２０２０年以降の削減目標に留意

し，日本ができる限り早期に，かつＣＯＰ２１に十分先立ち，野心的な目標

を提出する意思を持っていることを確認。日米両国は，低炭素経済への移行

を加速化させていく必要性を認識。 

・ 緑の気候基金（ＧＣＦ）といった適切な措置により，気候変動に脆弱な国々

の支援において協力。 

・ ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）削減のためのモントリオール議定書改

正の採択を支持。 

・ 本年，違法・無報告・無規制（ＩＵＵ）な漁業の撲滅のための共同の取組を

通じたものを含め，海洋漁業資源の保存及び持続可能な利用並びにそれによ

る世界的な食料安全保障に係る協力に関する声明を発表。 

・ 環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定において海洋生物資源に関する強

固な規定を確保するために協働。 

・ 地球環境ファシリティ（ＧＥＦ）と協働した協力の可能性を追求することで

水銀に関する水俣条約の目的に貢献するために取り組む。 

・ 大気質の水準の改善や認定のため，地元政府との間で可能な協力を構想しな

がら，アジア太平洋地域における大気汚染の緩和のために取り組む。 

・ パートナー国が環境教育プログラムを形成し実施できるよう支援する上で

協力。 

・ この環境分野での協力を前進させるため，米環境保護庁長官が日本の環境大

臣と会談するために予定している本年後半の東京訪問を十分に活用。 

 

女性・女児のエンパワーメント 

・ エチオピアにおけるビジネス開発プログラムや，米国のアフリカ女性起業家

プログラム（ＡＷＥＰ）及び日本のビジネス・ウーマン起業家プログラム（Ｂ

ＷＥＰ）等の活動を通じたビジネス間のネットワーク形成事業といった活動

により，東南アジア及びアフリカの女性の能力強化において協力。 
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・ 「女性が輝く社会に向けた国際シンポジウム（ＷＡＷ！）」と平等な未来パ

ートナーシップ（ＥＦＰ）と間の協力を歓迎。 

・ ＰＲＯＭＯＴＥプログラムにおけるアメリカ合衆国国際開発庁（ＵＳＡＩＤ）

と国際協力機構（ＪＩＣＡ）との間の協力を通じたものを含め，アフガニス

タンの女性及び女児に対する研修及びエンパワーメントを支援。 

・ コミュニティに基づいた日本の「みんなの学校」（School for All）概念，米

国の「女子に教育を」（Let Girls Learn）イニシアティブ，ピースコー（Peace 

Corps）及び日本の青年海外協力隊との間の協力関係の更新，東南アジア等

において日米それぞれの二国間協力プログラムに対し更に焦点を当て資源

を割り当てること，ＮＧＯの活動への支援等を通じて，国際的に女児の教育

を支援。 

 

国際保健 

・ 世界エイズ・結核・マラリア対策基金を通じたものを含む感染症対策及び母

子保健の推進により国際保健分野において協力。 

・ 西アフリカにおけるエボラ出血熱の流行を完全に終結させ，被害を被った

国々における持続可能な保健システムを再建し，アジア太平洋地域における

保健システム強化のためエボラ危機から学んだ教訓を得るために協力を継

続。 

・ 世界健康安全保障アジェンダ（ＧＨＳＡ）を前進させるため，米国は３０か

国と協力し，日本はパートナー国が感染症の脅威を予防し，発見し，迅速に

対応できるよう，自らがコミットしたＧＨＳＡの目標及びアクション・パッ

ケージを達成し，世界保健機関（ＷＨＯ）の国際保健規則の完全な実施に向

けて前進させるため，３～５か国とパートナーとなることを前向きに検討。

日米両国は，共に，又はパートナー国と共に，パートナー国を決めるべく，

これらの共通の目標に向けて世界健康安全保障における能力構築を同調さ

せるために協力。 

 

日米両国のパートナーシップは，両国の国民及び世界に対し，平和と繁栄，

健康と環境保護及び先進技術をもたらす。日米両国のこれまでになく緊密なつ

ながりに即して，こうした取組は深化し拡大し続けるであろう。 

（了） 
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FACT SHEET: U.S.-Japan Cooperation for a More Prosperous and Stable World 

The United States and Japan have built a strategic partnership that encompasses a wide range of 

shared global priorities.  Today the partnership is a fitting reflection of the common interests, 

capabilities and values of our two countries as we work together to address challenges around 

the world.  The United States and Japan reaffirm their commitment to enhance their 

longstanding partnership as follows: 

Expanding Bilateral Economic and People-to-People Ties 

The United States and Japan are two of the world’s largest economic powers – accounting for 

nearly 30 percent of global GDP – and our economies are deeply intertwined through trade and 

investment.  This deep economic integration has been an extraordinarily positive force for job 

creation, wage growth, innovation, and enhanced prosperity for both countries.  To further 

develop those bonds, the United States and Japan endeavor to: 

 Further deepen our economic ties.  In 2014, our two-way goods and services trade was $279 

billion.  The United States has accumulated foreign direct investment in Japan of $123 

billion, while Japan is the second largest foreign investor in the United States, with 

investment stock of nearly $350 billion.   

 Enhance cooperation and collaboration between SelectUSA and Invest Japan, noting the 
importance of our strong and growing bilateral investment relationship. 

 Facilitate expedited travel by Japan’s participation in the U.S. Global Entry Program and 
U.S. participation in Japan’s Trusted Traveler Program. 

 Expand cooperation in infrastructure development in our respective countries including 
high speed rail projects, recognizing the importance of developing high speed rail as an 
investment in the future growth of our economies. 

 Continue to strengthen people-to-people ties, including efforts to increase student, research, 

and legislative exchanges. Welcome the “KAKEHASHI Initiative toward the Future” and 

the “TOMODACHI Initiative,” and continued efforts by the U.S.-Japan Conference on 

Cultural and Educational Interchange, which inspired the “Team Up” campaign to promote 

university-to-university partnerships and programs by the Japan Foundation. 

Harnessing Science, Technology, and Innovation for Our Future 

Together, the United States and Japan are drawing upon the technical skills and resources of our 
two nations to: 

a. Science, Technology, and Innovation 

 Enhance our cooperation on vital research issues, such as biomedical research, robotics, 
materials research, and computer and information science and engineering, in close 
cooperation with academic institutions, government research and development institutions, 
industry, and through the U.S. – Japan Joint High Level Committee on science and 
technology, based on the U.S.-Japan Science and Technology Agreement, extended in 2014. 
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 Pursue working together to explore ways to better address the challenges of aging societies 
by harnessing new technologies and developing innovations. 

 

b. Space 

 Reaffirm commitment to secure the responsible, peaceful, and safe use of space. 
 Enhance space cooperation from a broad, inclusive, and strategic perspective including 

through the whole-of-government U.S.-Japan Comprehensive Dialogue on Space with the 
next session to be held later this year in Tokyo. 

 Underscore the importance of continued utilization of the International Space Station, and 
ensure close cooperation for the next International Space Exploration Forum. 

 Increase cooperation in both space science and Earth observation, including meteorology, 
and in Earth science to address global environmental and climate challenges. 

 Recognize continued cooperation on the joint NASA-JAXA Global Precipitation 

Measurement mission and on global carbon measurements through the agreement with 

regard to the Orbital Carbon Observatory-2 Satellite and the Greenhouse Gases Observing 

Satellite-1 and 2 missions. 
 Cooperate on a Global Change Observation Mission follow-on mission to avoid a gap in 

availability of data required for global weather forecasting. 

 Strengthen the resilience and interoperability of critical space systems, focusing on: space-

based positioning, navigation, and timing; enhanced space situational awareness; use of 

space for maritime domain awareness; research and development in space technologies; 

and use of hosted payloads. 
 Support international efforts to develop transparency and confidence-building measures to 

encourage responsible actions in, and the peaceful use of, space, such as an International 
Code of Conduct for Outer Space Activities. 
 

c. Cyber and the Internet Economy 
 

 Strengthen and expand our robust cooperation on cyber issues and the Internet Economy.   
 Reaffirm commitment to an open, interoperable, secure and reliable cyberspace, to the 

multi-stakeholder model of Internet governance for ensuring the free flow of information, 
and to Internet Freedom principles as outlined by the Freedom Online Coalition.  

 Hold the next whole-of government U.S.-Japan Cyber Dialogue and the next U.S.-Japan 
Policy Cooperation Dialogue on the Internet Economy this year; and coordinate closely 
ahead of relevant international fora such as the International Telecommunication Union 
and the United Nations General Assembly. 

 Increase sharing of information about cyber incidents and threats, including the state-
sponsored cyber-enabled theft of intellectual property, trade secrets, or other confidential 
business information intended to provide competitive advantages to a state’s companies or 
commercial sector. 

 Re-affirm our commitment to the recommendations of the 2013 United Nations Group of 
Governmental Experts on Information Security. 

 Affirm that states should uphold additional, voluntary norms of state behavior in cyberspace 
during peacetime, recognizing that these norms should be consistent with existing 
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international law.  In particular, the United States and Japan share the view that states should 
not conduct or knowingly support online activity that intentionally damages critical 
infrastructure or otherwise impairs the use of critical infrastructure to provide services to the 
public.  The United States and Japan commit to continued discussions to identify specific 
peacetime cyber norms, noting that wide affirmation among states would contribute to 
international stability in cyberspace. 

 Strengthen whole-of-government cooperation on critical infrastructure cybersecurity, with 
an emphasis on preparations for the 2020 Olympics and Paralympics, and mission 
assurance. 

 Seek to enhance global resilience of critical infrastructure through the promotion of 
principles like those in the National Institute of Standards and Technology Framework for 
Improving Critical Infrastructure Cybersecurity. 

 Share information on threats and vulnerabilities in cyberspace and best practices in 
organizing, training, and equipping defense forces for the cyber mission. 
 

d. Energy 

 Strengthen civil nuclear cooperation through the U.S.-Japan Bilateral Commission 

including in such areas as civil nuclear energy research and development, nuclear security, 

decommissioning and environmental management, emergency management, and safety 

and regulatory issues, with a common view that nuclear energy is an important base-load 

power source that will contribute to reduction of greenhouse gas emissions.  Continue 

expert workshops, technical exchanges and involvement by U.S. companies and 

Department of Energy national laboratories that have contributed to the cleanup of the 

Fukushima Daiichi plant site and the surrounding area.  
 Enhance dialogue on energy, through bilateral discussions on strategic implications and on 

technical coordination, including through the U.S.-Japan Energy Strategic Dialogue and 
U.S.-Japan Energy Policy Dialogue. 

 Welcome the prospect of U.S. liquefied natural gas exports in the future since additional 
global supplies will benefit Japan and other strategic partners. 

  Following on the 2014 Nuclear Security Summit (NSS), and for the success of the next NSS 

to be held in 2016, continue joint efforts on various initiatives.  In particular, work together 

to remove all highly enriched uranium and plutonium fuel from the Fast Critical Assembly 

in Japan in 2016. 

 Welcome the entry into force on April 15 of the Convention on Supplementary 

Compensation for Nuclear Damage, and work together to encourage other states to join. 
 Strengthen bilateral and multilateral collaboration in the field of clean energy technologies 

to create a low-carbon society by concluding an Implementing Arrangement concerning 
cooperation in Research and Development in Energy and Related fields, a Memorandum of 
Cooperation concerning collaboration in the field of Carbon Capture and Storage, and an 
extension of the Hawaii-Okinawa Partnership on Clean and Efficient Energy Development 
and Deployment, as well as by working together at the Clean Energy Ministerial and Asia 
Pacific Economic Cooperation. 

 Continue U.S.-Japan scientific collaboration on methane hydrate research. 
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Cooperating to Promote Regional and Global Stability 

Recognizing that a secure and stable environment makes possible all of the important work we 

do together, the United States and Japan seek to: 

a. U.N. Peacekeeping  

 

 Enhance our cooperation on peacekeeping capacity building through such activities as the 
United States’ African Peacekeeping Rapid Response Partnership and the Japan-UN Project 
for Rapid Deployment of Engineering Capabilities in Africa.  

 
b. Maritime Security 

 Foster respect for international law, including the freedom of navigation and overflight, as 
well as peaceful settlement of maritime disputes. 

 Coordinate capacity building assistance for maritime safety and security in the Asia-Pacific 
region. 

 Strengthen regional cooperation to combat piracy and armed robbery against ships through 
Regional Cooperation Agreement on Combating Piracy and Armed Robbery against Ships 
in Asia (ReCAAP).  
 

c. Countering Terrorism and Violent Extremism (CVE) 

 Take a comprehensive approach against terrorist activities and violent extremism. 
 Support the U.S. initiative to host the CVE Summit and to launch the Global Community 

Engagement and Resilience Fund. 
 Support Japan’s efforts to: strengthen counter-terrorism measures through capacity 

building assistance for border control in the Middle East/Africa region; enhance diplomacy 
towards stability and prosperity in the Middle East; and assist in creating societies resilient 
to radicalization by reducing income disparity and promoting youth employment and 
education. 
 

Working Together to Promote Sustainable Development around the World 

The United States and Japan are dedicated to advancing sustainable development, prosperity, 

and equality globally by taking joint action to:  

a. Development Cooperation 

 

 Strengthen mutual collaboration and coordination with our development partners to 
ensure a successful Third International Conference on Financing for Development.  

 Seek international agreement on an ambitious post-2015 Development Agenda that builds 
on the momentum of the Millennium Development Goals and serves as a powerful 
instrument to eradicate extreme poverty and foster sustainable global development.   

 Promote collaboration on global development, including in Africa, to improve food security, 
support health and education, increase access to electricity, and further the aims and 
outcomes of the Tokyo International Conference on African Development. 
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 Continue working together to support Myanmar’s reform efforts through a new “Initiative to 
Promote Fundamental Labour Rights and Practices in Myanmar”, launched in November 
2014 to improve environments related to labor rights, along with Myanmar, Denmark and 
the International Labor Organization.  

 Highlight the importance of allocating more of total assistance where needs are greatest and 
capacity to raise public resources domestically weakest, including least developed countries, 
low income countries, small island developing states, land-locked developing countries, and 
fragile and conflict-affected states. 

 Further advance cooperation in the area of disaster risk reduction including collaboration 
for the Association of Southeast Asian Nation’s capacity building in this area, building on 
the successful outcomes of the Third United Nations World Conference on Disaster Risk 
Reduction and the Memorandum of Cooperation signed in December 2014 between the 
Federal Emergency Management Agency of the U.S. Department of Homeland Security and 
the Cabinet Office of Japan. 

 

b. Environment and Climate Change 

 

 Work together and with others to achieve a successful climate change agreement at the 21st 

Conference of the Parties to the United Nations Framework Convention on Climate Change 

Conference (COP21) in Paris. 
 Mindful of the 2 ℃ goal, note U.S. announcement of its post-2020 target on March 31 to 

reduce its greenhouse gas emissions by 26 to 28 percent in 2025, and affirm that Japan 
intends to submit an ambitious target, as early as possible and well in advance of the 
COP21.  Both sides acknowledge the need to accelerate the transition to low-carbon 
economies.   

 Work together in assisting countries vulnerable to climate change by appropriate means 
such as the Green Climate Fund. 

 Support the adoption of a Montreal Protocol amendment to phase down 

hydrofluorocarbons. 

 Issue a statement this year regarding cooperation on conservation and sustainable use of 

marine fisheries resources, and thus global food security, including through joint efforts to 

combat illegal, unreported, and unregulated fishing. 

 Work together to secure robust marine fisheries provisions in the Trans-Pacific Partnership  

agreement. 
 Work to contribute to the objective of the Minamata Convention on Mercury by exploring 

opportunities for cooperation in collaboration with the Global Environment Facility.   

 Work to alleviate air pollution in the Asia-Pacific region envisioning possible collaboration 
with local governments to improve and certify their air quality levels. 

 Cooperate in assisting partner countries to create and implement environmental education 
programs. 

 Take full advantage of the U.S. Environmental Protection Agency Administrator’s intended 

visit to Tokyo later this year to meet with Japan’s Minister of the Environment to advance 

this environmental cooperation. 
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c. Empowerment of Women and Girls 

 Cooperate to empower women in Southeast Asia and Africa through such activities as 
business development programs in Ethiopia and business-to-business networking events 
through the United States’ African Women’s Entrepreneurship Program and Japan’s 
Business Women’s Entrepreneurship Program.   

 Welcome collaboration between the “World Assembly for Women in Tokyo (WAW!)” and 
the Equal Futures Partnership. 

 Support training and empowerment of women and girls in Afghanistan including through 
cooperation between the U.S. Agency for International Development and the Japan 
International Cooperation Agency on the PROMOTE Program. 

 Support girls’ education globally, including through: Japan’s community-based “School for 
All” concept; the United States’ “Let Girls Learn” initiative; renewed cooperation between 
the Peace Corps and Japan Overseas Cooperation Volunteers; increased focus and resources 
in respective bilateral assistance programs, including in Southeast Asia; and support for 
NGO work. 
 

d. Global Health 

 

 Cooperate on global health by combatting infectious diseases, including through the Global 
Fund to Fight AIDS, Tuberculosis and Malaria, and by promoting maternal and child 
health. 

 Continue partnering to fully end the Ebola epidemic in West Africa, rebuild sustainable 

health systems in the affected countries, and work together to capture lessons learned from 

the Ebola crisis to strengthen health systems in the Asia-Pacific Region. 

 To advance the Global Health Security Agenda (GHSA), the United States is to partner with 

30 countries, and Japan is to positively consider partnering with 3-5 countries to achieve the 

GHSA targets and action packages it has committed, and to spur progress toward full 

implementation of the World Health Organization’s International Health Regulations so 

that partner countries can prevent, detect, and rapidly respond to infectious disease threats.  

The United States and Japan are to work together and with partner nations to determine 

this set of countries and to synchronize global health security capacity building toward 

these common targets. 

 
The partnership between the United States and Japan brings peace and prosperity, health and 

environmental protection, and advanced technology to the people of our two countries and to 

the world.  These efforts will continue to deepen and expand in line with the ever closer ties 

between the United States and Japan. 

### 
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